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回次
第25期

第１四半期連結
累計期間

第26期
第１四半期連結

累計期間
第25期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年３月31日

自2023年１月１日
至2023年３月31日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 2,560,914 3,016,040 11,004,812

経常利益 （千円） 169,772 149,257 465,234

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 110,328 98,868 286,327

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 152,722 96,423 271,492

純資産額 （千円） 11,358,542 11,436,148 11,422,034

総資産額 （千円） 13,169,307 13,499,725 13,703,470

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 0.48 0.43 1.25

自己資本比率 （％） 85.6 84.1 82.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △21,912 112,873 987,663

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △283,847 △443,607 △984,015

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △212,876 △79,681 △301,313

現金及び現金同等物の四半期末　　

（期末）残高
（千円） 5,891,954 5,702,739 6,113,102

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2023年１月１日～３月31日）における我が国の経済は、国内での需要回復を受け景

気改善の動きが見られるものの、世界的なインフレの高止まりと景気の下振れ懸念の影響により、景気拡張は足踏

み状態が続く動きとなりました。

当社グループが主に事業を展開する国内の2021年のBtoB（企業間電子商取引）-EC市場規模は、前年比11.3％増

の372.7兆円、小売・その他サービスを除いた商取引に対する電子商取引の割合であるEC化率が前年比2.1ポイント

増の35.6％となりました（経済産業省「令和３年度電子商取引に関する市場調査報告書」）。

このような環境下にあって、当社グループは当連結会計年度におきまして、経営方針である、「成長に向けた積

極投資」及び「収益源多角化の加速」に取り組みました。

「BtoB-PF FOOD事業」の「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプラットフォーム 規格書」及び、「BtoB-

PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」等の利用拡大により、当第１四半期連結会計期間末（2023年３月

末）の「BtoBプラットフォーム」全体の企業数（海外を除く）は、前連結会計年度末比32,999社増の858,673社、

全体の事業所数（海外を除く）は、前連結会計年度末比65,119事業所増の1,591,503事業所となりました（注

１）。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、「BtoB-PF FOOD 事業」の「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプ

ラットフォーム 規格書」における管理システム・クラウド化を求める買い手企業の新規稼働数の増加によるシス

テム使用料の増加及び「BtoB-PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」における企業のデジタル化推進に

よるシステム使用料の増加で、3,016百万円と前年同期比455百万円(17.8％)の増加となりました。売上原価は、企

業のデジタル化を推進する新機能の開発強化、セキュリティ強化を目的としたソフトウエア開発を進めたことによ

りソフトウエア償却費が増加しました。販売費及び一般管理費は、「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプ

ラットフォーム 請求書」の稼働業務の外注化により支払手数料が増加しました。また、BtoBプラットフォーム各

サービスの認知向上に向けた積極的なプロモーション活動の展開により販売促進費が増加、事業拡大に必要な営業

及び営業サポート人員の補強により人件費が増加しました。

利益面は、売上高は増加したものの、売上原価、販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は166百万円と

前年同期比17百万円(9.6％)の減少、経常利益は149百万円と前年同期比20百万円(12.1％)の減少、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、98百万円と前年同期比11百万円(10.4％)の減少となりました。

（注１.）「BtoBプラットフォーム」全体の企業数とは、「BtoBプラットフォーム」に登録された有料及び無料で利

用する企業数のうち重複企業を除いた企業数であり、全体の事業所数とは、本社・支店・営業所・店舗の

合計数であります。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

①BtoB-PF FOOD事業

「BtoBプラットフォーム 受発注」は、管理システム・クラウド化を求めるフード業界の買い手企業（外食チェ

ーン、ホテル、給食、テイクアウト・デリバリー等）とその店舗の利用企業数が増加し、システム使用料売上及び

セットアップ売上が増加しました。また、外食の復調に伴う食材流通金額の増加により、売り手企業の従量制（食

材取引高に応じて課金）のシステム使用料売上が増加しました。外食個店と食品卸企業間のデジタル化を推進する

受発注ライト及びTANOMUの利用も拡大し、システム使用料売上が増加しました。当第１四半期連結会計期間末の買

い手企業数は3,750社（前連結会計年度末比70社増）、売り手企業数は42,530社（同502社増）となりました(注

２）。
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「BtoBプラットフォーム 規格書」は、食の安心・安全、アレルギー対応の意識の高まりから、利用企業数が増

加いたしました。当第１四半期連結会計期間末の買い手機能は953社（前連結会計年度末比9社増）、卸機能は716

社（同0社増）、メーカー機能は8,795社（同31社増）となりました（注２）。

当第１四半期連結累計期間の「BtoB-PF FOOD事業」の売上高は2,003百万円と前年同期比196百万円(10.9％)の増

加、営業利益は新プロダクトの拡販に必要な営業部門の人員補強による人件費が増加し、477百万円と前年同期比

12百万円(2.6％)の減少となりました。

②BtoB-PF ES事業

　「BtoBプラットフォーム 請求書」は、企業のデジタル化推進、インボイス制度の開始と電子帳簿保存法の改正

に向けた顧客ニーズの大きな高まりにより、受取モデル・発行モデルの利用企業数が増加しました。また、大手企

業を中心とした稼働（請求書の電子データ化）が順調に進みました。以上によりシステム使用料売上及びセットア

ップ売上が増加しました。当第１四半期連結会計期間末の「BtoBプラットフォーム 請求書」の企業数は849,843社

（前連結会計年度末比33,066社増）（注２）、その内数である受取側契約企業数は5,653社（同371社増）、発行側

契約企業数は3,721社（同388社増）、合計で9,374社（同759社増）となりました（注２）。

　「BtoBプラットフォーム 商談」は、新規契約数の増加により、買い手企業数は7,866社（同60社増）、売り手企

業数は1,494社（同10社増）となりました（注２）。

　当第１四半期連結累計期間の「BtoB-PF ES事業」の売上高は1,012百万円と前年同期比258百万円(34.3％)の増

加、営業損失は「BtoBプラットフォーム 請求書」の事業拡大に必要な営業部門の人員補強による人件費及びマー

ケティング施策の積極的な実施による販売促進費が増加し、312百万円（前年同期は営業損失309百万円）となりま

した。

（注２.）セグメント別の企業数は、システムを利用する企業数の全体数を表示しております。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末（2023年３月末）の総資産は、13,499百万円（前連結会計年度末比203百万円減）

となりました。

流動資産は、8,267百万円（前連結会計年度末比332百万円減）となりました。主な減少要因は現金及び預金が

410百万円減少したことなどによるものであります。

固定資産は、5,231百万円（前連結会計年度末比128百万円増）となりました。主な増加要因はソフトウエア仮勘

定が107百万円、ソフトウエアが62百万円増加したことなどによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末（2023年３月末）の負債合計は、2,063百万円（前連結会計年度末比217百万円減）

となりました。

流動負債は、2,020百万円（前連結会計年度末比217百万円減）となりました。主な減少要因は賞与引当金が164

百万円、未払金が122百万円減少したことなどによるものであります。

固定負債は、43百万円（前連結会計年度末比０百万円増）となりました。

純資産は、11,436百万円（前連結会計年度末比14百万円増）となりました。主な増加要因は利益剰余金が16百万

円増加したことなどによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）の期末残高は、前連結会計年度末

に比べ410百万円減少し、5,702百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、112百万円（前年同期は21百万円の支出）となりました。主な収入は、税金等調

整前四半期純利益149百万円、減価償却費252百万円等であり、主な支出は、賞与引当金の減少額169百万円等であ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、443百万円（前年同期は283百万円の支出）となりました。主な支出は、BtoBプラ

ットフォーム等システム開発に伴う無形固定資産の取得による支出440百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、79百万円（前年同期は212百万円の支出）となりました。主な支出は、配当金の

支払額79百万円であります。
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(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要

な変更はありません。

(5) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 721,408,000

計 721,408,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2023年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年５月15日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 259,431,200 259,431,200
東京証券取引所

（プライム市場）
単元株式数100株

計 259,431,200 259,431,200 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年１月１日～

2023年３月31日
－ 259,431,200 － 3,212,512 － 2,649,287

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2023年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 30,805,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 228,589,400 2,285,894

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準と

なる株式であります。

単元未満株式 普通株式 36,300 － －

発行済株式総数 259,431,200 － －

総株主の議決権 － 2,285,894 －

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式数には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

2023年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

株式会社インフォマート 東京都港区海岸一丁目２番３号 30,805,500 － 30,805,500 11.87

計 － 30,805,500 － 30,805,500 11.87

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年１月１日から2023

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,113,102 5,702,739

売掛金 1,978,133 2,009,143

貯蔵品 1,842 3,074

前払費用 440,508 488,271

その他 87,327 85,600

貸倒引当金 △20,487 △21,097

流動資産合計 8,600,427 8,267,730

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 124,410 121,218

工具、器具及び備品（純額） 23,225 21,319

有形固定資産合計 147,635 142,537

無形固定資産

ソフトウエア 2,745,786 2,808,180

ソフトウエア仮勘定 344,088 451,922

その他 15,498 15,281

無形固定資産合計 3,105,374 3,275,384

投資その他の資産

関係会社株式 175,767 159,008

投資有価証券 884,898 884,898

繰延税金資産 629,060 609,876

敷金 157,099 157,099

その他 3,206 3,187

投資その他の資産合計 1,850,033 1,814,071

固定資産合計 5,103,043 5,231,994

資産合計 13,703,470 13,499,725

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 99,237 107,945

短期借入金 770,000 770,000

未払金 619,079 496,864

未払法人税等 44,661 54,961

賞与引当金 357,894 193,856

その他 347,085 396,451

流動負債合計 2,237,958 2,020,079

固定負債

資産除去債務 43,477 43,497

固定負債合計 43,477 43,497

負債合計 2,281,435 2,063,576

純資産の部

株主資本

資本金 3,212,512 3,212,512

資本剰余金 3,070,032 3,070,032

利益剰余金 5,102,701 5,119,260

自己株式 △528 △528

株主資本合計 11,384,718 11,401,277

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △47,221 △47,936

その他の包括利益累計額合計 △47,221 △47,936

非支配株主持分 84,537 82,807

純資産合計 11,422,034 11,436,148

負債純資産合計 13,703,470 13,499,725
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年３月31日)

売上高 2,560,914 3,016,040

売上原価 1,103,871 1,313,613

売上総利益 1,457,043 1,702,427

販売費及び一般管理費 1,273,324 1,536,304

営業利益 183,718 166,122

営業外収益

受取利息 846 18

為替差益 15 －

その他 712 103

営業外収益合計 1,574 122

営業外費用

支払利息 945 943

持分法による投資損失 14,574 16,043

営業外費用合計 15,520 16,987

経常利益 169,772 149,257

税金等調整前四半期純利益 169,772 149,257

法人税、住民税及び事業税 3,514 32,934

法人税等調整額 57,062 19,184

法人税等合計 60,577 52,118

四半期純利益 109,195 97,139

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,133 △1,729

親会社株主に帰属する四半期純利益 110,328 98,868

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年３月31日)

四半期純利益 109,195 97,139

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 44,064 －

為替換算調整勘定 153 0

持分法適用会社に対する持分相当額 △690 △715

その他の包括利益合計 43,527 △715

四半期包括利益 152,722 96,423

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 153,856 98,153

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,133 △1,729

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 169,772 149,257

減価償却費 258,947 252,174

貸倒引当金の増減額（△は減少） 308 609

賞与引当金の増減額（△は減少） △247,722 △169,704

受取利息 △846 △18

支払利息 945 943

為替差損益（△は益） △15 －

持分法による投資損益（△は益） 14,574 16,043

売上債権の増減額（△は増加） 101,888 △31,009

仕入債務の増減額（△は減少） △20,039 8,707

前払費用の増減額（△は増加） △58,203 △54,338

未払消費税等の増減額（△は減少） 59,157 70,485

その他 △68,938 △123,694

小計 209,829 119,456

利息の受取額 4,250 16

利息の支払額 △1,152 △1,137

法人税等の支払額 △234,839 △5,461

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,912 112,873

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △406 △3,222

無形固定資産の取得による支出 △347,575 △440,385

敷金及び保証金の回収による収入 99,734 －

敷金及び保証金の差入による支出 △2,000 －

資産除去債務の履行による支出 △33,600 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △283,847 △443,607

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △212,876 △79,681

財務活動によるキャッシュ・フロー △212,876 △79,681

現金及び現金同等物に係る換算差額 111 51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △518,524 △410,363

現金及び現金同等物の期首残高 6,410,479 6,113,102

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,891,954 ※ 5,702,739

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前事業年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響による

会計上の見積りの仮定について、重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響は不確定要素が多く、今後の経過によっては当社グル

ープの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

前第１四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2023年１月１日

至  2023年３月31日）

現金及び預金勘定 5,891,954千円 5,702,739千円

現金及び現金同等物 5,891,954 5,702,739

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日

定時株主総会
普通株式 219,442 0.96 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月29日

定時株主総会
普通株式 82,305 0.36 2022年12月31日 2023年３月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１．配当金支払額

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．配当金支払額

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額

（注）３
BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

売上高

外部顧客への売
上高

1,806,797 754,116 2,560,914 － 2,560,914 － 2,560,914

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 1,806,797 754,116 2,560,914 － 2,560,914 － 2,560,914

セグメント利益又
は損失（△）

489,868 △309,862 180,006 544 180,551 3,166 183,718

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

売上高

外部顧客への売
上高

2,003,050 1,012,989 3,016,040 － 3,016,040 － 3,016,040

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 2,003,050 1,012,989 3,016,040 － 3,016,040 － 3,016,040

セグメント利益又
は損失（△）

477,249 △312,494 164,755 △69 164,685 1,437 166,122

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない海外事業であります。
２　セグメント利益又は損失（△）の調整額3,166千円は、セグメント間取引消去等であります。
３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない海外事業であります。
２　セグメント利益又は損失（△）の調整額1,437千円は、セグメント間取引消去等であります。
３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

合計
BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

　一時点で移転される財 43,358 210,715 254,074 － 254,074

　一定の期間にわたり
　移転される財

1,763,439 543,401 2,306,840 － 2,306,840

顧客との契約から生じる
収益

1,806,797 754,116 2,560,914 － 2,560,914

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,806,797 754,116 2,560,914 － 2,560,914

（単位：千円）

報告セグメント
その他

合計
BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

　一時点で移転される財 51,899 294,881 346,780 － 346,780

　一定の期間にわたり
　移転される財

1,951,151 718,108 2,669,259 － 2,669,259

顧客との契約から生じる
収益

2,003,050 1,012,989 3,016,040 － 3,016,040

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 2,003,050 1,012,989 3,016,040 － 3,016,040

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

前第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年３月31日）

１株当たり四半期純利益 ０円48銭 ０円43銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 110,328 98,868

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
110,328 98,868

普通株式の期中平均株式数（株） 228,586,137 228,625,601

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　特記すべき事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年５月15日

株式会社インフォマート

　　 取 締 役 会　御中

有限責任監査法人トーマツ

　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口　泰 広

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 粂 井　祐 介

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インフォ

マートの2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年1月1日から2023年3月31

日まで）及び第1四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インフォマート及び連結子会社の2023年3月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



     （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社　　　

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


